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(57)【要約】
　【課題】　製造許容値を緩和した相互接続構造を提供
する。
　【解決手段】　相互接続構造を製造する方法であって
、誘電層に相互接続部を設けるステップと、相互接続部
の一部が誘電層の上面よりも上に延出するように誘電層
をくぼませるステップと、相互接続部の延出した部分の
上に被覆キャップを堆積するステップと、を含む。
【選択図】　図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
相互接続構造を製造する方法であって、
　誘電層に相互接続部を設けるステップと、
　前記相互接続部の一部が前記誘電層の上面よりも上に延出するように前記誘電層をくぼ
ませるステップと、
　前記相互接続部の前記延出した部分の上に被覆キャップを堆積するステップと、
を含む、方法。
【請求項２】
前記被覆キャップの上に層間誘電層を堆積するステップを更に含む、請求項１に記載の方
法。
【請求項３】
前記層間誘電層にトレンチまたはバイアを形成して、前記トレンチまたは前記バイアの底
面が前記被覆キャップの上に位置するようにするステップを更に含む、請求項１に記載の
方法。
【請求項４】
前記相互接続部が寸法幅Ｗを有する相互接続ラインであり、前記被覆キャップが１．１Ｗ
から１．６Ｗの寸法幅を有する、請求項２に記載の方法。
【請求項５】
前記被覆キャップが１．２Ｗから１．４Ｗの寸法幅を有する、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
前記層間誘電層にバイアを形成して、前記バイアの底面が前記被覆キャップの上に位置す
るようにするステップを更に含む、請求項４に記載の方法。
【請求項７】
前記被覆キャップが無電解プロセスによって堆積される、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
前記被覆キャップがニッケルまたはコバルトの一次金属を含む金属合金である、請求項１
に記載の方法。
【請求項９】
前記被覆キャップがＣｏＷＰである、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
前記相互接続部が寸法直径Ｄを有するバイアであり、前記被覆キャップが１．１Ｄから１
．６Ｄの寸法直径を有する、請求項２に記載の方法。
【請求項１１】
前記被覆キャップが１．２Ｄから１．４Ｄの寸法直径を有する、請求項１０に記載の方法
。
【請求項１２】
前記層間誘電層にトレンチを形成して、前記トレンチの底面が前記被覆キャップの上に位
置するようにするステップを更に含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
前記被覆キャップが２００Åから１５００Åの厚さを有する、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
前記相互接続部は延出部分を有し、前記延出部分が１５Åから１５０Åである、請求項１
に記載の方法。
【請求項１５】
相互接続構造を製造する方法であって、
　誘電層に相互接続ラインを設けるステップと、
　前記相互接続ラインの一部が前記誘電層の上面よりも上に延出するように、前記相互接
続ラインに隣接する領域において前記誘電層をくぼませるステップと、
　前記相互接続ラインの前記延出した部分の上に被覆キャップを堆積するステップと、
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　前記被覆キャップの上に層間誘電層を堆積するステップと、
　前記層間誘電層にバイアを形成して、前記バイアの底面が前記被覆キャップの上に位置
するようにするステップと、
を含む、方法。
【請求項１６】
前記相互接続ラインが寸法幅Ｗを有し、前記キャップが１．１Ｗから１．６Ｗの寸法幅を
有する、請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
相互接続構造を製造する方法であって、
　誘電層にバイアを設けるステップと、
　前記バイアの一部が前記誘電層の上面よりも上に延出するように、前記バイアに隣接す
る領域において前記誘電層をくぼませるステップと、
　前記バイアの前記延出した部分の上に被覆キャップを堆積するステップと、
　前記被覆キャップの上に層間誘電層を堆積するステップと、
　前記層間誘電層にトレンチを形成して、前記トレンチの底面が前記被覆キャップの上に
位置するようにするステップと、
を含む、方法。
【請求項１８】
前記バイアの直径が寸法直径Ｄを有し、前記キャップが１．１Ｄから１．６Ｄの寸法直径
を有する、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
誘電層に配置された相互接続部を含み、前記相互接続部の一部が前記誘電層の表面よりも
上に延出し、前記相互接続部の前記延出した部分が被覆キャップによって覆われている、
相互接続構造。
【請求項２０】
前記相互接続部が相互接続ラインまたはバイアである、請求項１９に記載の相互接続構造
。
【請求項２１】
前記相互接続部が寸法幅Ｗを有する相互接続ラインであり、前記被覆キャップが１．１Ｗ
から１．６Ｗの寸法幅を有する、請求項１９に記載の相互接続構造。
【請求項２２】
前記被覆キャップが１．２Ｗから１．４Ｗの寸法幅を有する、請求項２１に記載の相互接
続構造。
【請求項２３】
前記バイアが寸法直径Ｄを有し、前記被覆キャップが１．１Ｄから１．６Ｄの寸法直径を
有する、請求項１９に記載の相互接続構造。
【請求項２４】
前記被覆キャップが１．２Ｄから１．４Ｄの寸法直径を有する、請求項１９に記載の相互
接続構造。
【請求項２５】
前記被覆キャップが２００Åから１５００Åの厚さを有する、請求項１９に記載の相互接
続構造。
【請求項２６】
前記相互接続構造の前記延出した部分が１５Åから１５０Åである、請求項１９に記載の
相互接続構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、集積回路におけるバイアおよびトレンチ・メタライゼーション等の相互接続
構造に関する。特に、本発明は、被覆キャップ（encasing cap）を有するバイアおよびト



(4) JP 2008-527739 A 2008.7.24

10

20

30

40

50

レンチ・メタライゼーション等の相互接続構造およびこの相互接続構造を製造する方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　集積回路がいっそう複雑になっているので、プロセス統合はいくつかのプロセスを必要
とする。また、電子デバイスの小型化が進んでいるために、デバイス内で多レベルに相互
接続を配置しなければならない。銅に関しては、いくつかの層のメタライゼーションとい
う要件は、これに関連して各レベルにおいてそれぞれの停止および拡散バリア構造が必要
となることによって、いっそう複雑になる。
【０００３】
　ダマシン処理においては、誘電膜内に形成したトレンチまたはバイア内に相互接続構造
または書き込みパターンを形成する。既知の技法によって、フォトレジスト材料を用いて
書き込みパターンを規定する。パターニングされたフォトレジストはマスクとして機能し
、このマスクを介して、プラズマ・エッチングまたは反応性イオン・エッチング等のサブ
トラクティブ（subtractive）・エッチ・プロセスによって誘電層のパターンを除去する
。エッチングした開口を用いて、誘電層に書き込みパターンを規定する。これらの書き込
みパターンは、誘電層の一方の表面から誘電層の他方の表面まで延在することができる。
あるいは、書き込みパターンを単一の層に限定する、すなわち、誘電層の他方の表面まで
は延在させないことも可能である。
【０００４】
　次いで、電気めっき、無電解めっき、化学気相付着、物理気相付着、またはそれらの組
み合わせ等の充填技法を用いて、書き込みパターンに金属を充填する。通常、導電金属の
誘電層内への原子拡散を最小限に抑えるために、バリア層を用いる。
【０００５】
　シングル・ダマシン・プロセスにおいては、誘電層にバイア開口を設けてこれに導電金
属を充填し（これはメタライゼーションと呼ばれることが多い）、配線レベルの層間に電
気的コンタクトを設ける。デュアル・ダマシン・プロセスにおいては、導電金属を充填す
る前に、誘電層にバイア開口および配線パターン開口の双方を設ける。デュアル・ダマシ
ン・プロセスは、いくつかの内部界面を排除することによって製造プロセスを簡略化する
ことができる。電子コンポーネントにおける各層ごとに、ダマシン処理の後にメタライゼ
ーションを行うことを、電子デバイスが完了するまで継続する。
【０００６】
　導電材料の原子が誘電層内に拡散し、時として誘電層を貫通して他の能動回路デバイス
構造内にまで至るのを防ぐため、誘電層と導電材料との間にバリア層が必要となることが
多い。デバイスにおいて導電材料が拡散すると、誘電層を通してレベル間およびレベル内
の短絡が発生する恐れがある。また、結果として接合部の漏れが生じる場合があり、基板
内に形成されたトランジスタの閾値電圧（Ｖt）レベルがシフトすることがある。場合に
よっては、デバイスの機能が損なわれる恐れもある。
【０００７】
　半導体構造において高拡散率の要素を導電材料として用いる場合、拡散は特に考慮すべ
きことである。例えば、ほとんどの誘電層において、銅原子は比較的高い拡散移動度を示
すことが多い。しかしながら、この問題にも関わらず、銅は導電性が高いために、相互接
続の材料として好まれている。
【０００８】
　図１および図２は、従来技術の銅相互接続構造を設けるために行われるプロセス・ステ
ップの断面図を示す。図１を参照すると、デュアル・ダマシン銅相互接続が図示されてい
る。これは、トレンチ１６およびバイア１７、誘電層１０に埋め込まれた銅線１２、キャ
ップ層１４（例えば窒化シリコン、炭化シリコン、または酸化シリコン）、および層間誘
電層１５を含む。図示のように、バイア１７は層間誘電層１５およびキャップ層１４にエ
ッチングされて、銅線１２を露出させている。通常、ＰＶＤプロセスを用いて、パターニ
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ングした層間誘電層１５に、バリア層（例えばタンタル、窒化タンタル）を堆積する。次
いで、バリア層に銅シード層を堆積し、その後Ｃｕめっきプロセスを行って、図２に示す
ように、トレンチ１６およびバイア１７に銅１８を充填する。
【特許文献１】米国特許第５，６９５，８１０号
【特許文献２】米国出願番号第０９／３４８，６３２号
【特許文献３】米国特許出願第１０／１３２，１７３号（米国特許第６，７８７，９１２
号）
【特許文献４】米国特許出願第１０／２７９，０５７号（米国特許第６，８１２，１４３
号）
【特許文献５】米国特許第６，１４７，００９号
【特許文献６】米国特許第６，４４１，４９１号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　それぞれが埋め込み相互接続構造を有する、あるパターニングした中間層の別の中間層
とのアラインメントに不整があると、多くの場合、バイアは下にある導電ラインの上に完
全に据え付けられず、または、導電ラインは下にあるバイアの上に完全に据え付けられな
い。完全に据え付けられていないバイアおよびラインは、下部のメタライゼーションに対
する電気的接続を著しく低減させ、結果としてプロセス歩留まりが低下したり電界破壊を
生じたりする恐れがある。このため、電子回路は特定のアラインメント許容値を用いて設
計される。例えば、６５ｎｍノード技術では、バイアの直径は約１００ｎｍであり、オー
バーレイの量は約４０ｎｍである。従って、特に高密度配線設計について、製造許容値を
緩和した相互接続構造を提供することには関心が高い。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、相互接続構造を製造する方法に関する。この方法は、誘電層に相互接続構造
を設けるステップと、相互接続構造の一部が誘電層の上面よりも上に延出するように前記
誘電層をくぼませるステップと、相互接続構造の延出した部分の上に被覆キャップを堆積
するステップと、を含む。
【００１１】
　また、本発明は、相互接続構造に関する。この構造は、誘電層に配置された相互接続部
を含み、相互接続部の一部が誘電層の表面よりも上に延出している。相互接続部の延出し
ている部分は、被覆キャップによって覆われている。
【００１２】
　本発明は、「発明を実施するための最良の形態」を添付図面と共に参照することによっ
て、より良く理解されよう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明は、相互接続構造を製造する方法に関する。この方法は、誘電層に相互接続構造
を設けるステップと、相互接続構造の一部が誘電層の上面よりも上に延出するように前記
誘電層をくぼませるステップと、相互接続構造の延出した部分の上に被覆キャップを堆積
するステップと、を含む。また、この方法は、被覆キャップの上に第２の誘電層を堆積す
るステップも含む場合がある。「誘電層」という言葉は、第１の堆積した誘電層または層
間誘電層を指す。
【００１４】
　この方法の一実施形態を、図３から図８に示す。図３は、誘電層２０に設けた銅バイア
または銅線等の相互接続構造２２を示す。例えばプラズマ・エッチングまたは反応性イオ
ン・エッチングによって誘電層２０の上部を除去して、誘電層２０の上面よりも上に延出
するように相互接続構造２２の一部を露出させる。これを図４に示す。誘電層２０の上部
を除去するには、当業者に既知のいずれかの処理技法を用いることができる。次いで、相
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互接続構造２２の延出部分を覆うように被覆キャップ２４を堆積する。これを図５に示す
。図６および図７に示すように、層間誘電層２５を堆積し、パターニングして、このトレ
ンチまたはバイア２６の底面が被覆キャップ２４上に位置するようにする。次いで、トレ
ンチまたはバイア２６に導電材料２８を充填する。これを図８に示す。また、この方法は
、導電材料２８を堆積する前にバリア層またはシード層の堆積を含む場合がある。
【００１５】
　一実施形態において、相互接続構造は、寸法幅Ｗを有する相互接続ラインである。被覆
キャップは約１．１Ｗから約１．６Ｗの寸法幅を有する。あるいは、被覆キャップは約１
．２Ｗから約１．４Ｗの寸法幅を有する。第２の誘電層２５を堆積し、バイア２６を形成
して、このバイア２６の底面が被覆キャップ２４上に位置するようにする。被覆キャップ
２４の追加幅によって、第２の誘電層２５にパターニングしたバイア２６のアラインメン
ト不整のための許容値を大きくすることができる。この結果、被覆キャップ２４が存在し
ない相互接続構造と比べて、被覆キャップ２４を有する相互接続構造にバイア２６が完全
に据え付けられる可能性が高い。
【００１６】
　別の実施形態においては、相互接続構造は、寸法直径Ｄを有するバイア相互接続である
。被覆キャップは約１．１Ｄから約１．６Ｄの寸法直径を有する。あるいは、被覆キャッ
プは約１．２Ｄから約１．４Ｄの寸法幅を有する。第２の誘電層を堆積し、トレンチ形成
して、このトレンチの底面が被覆キャップ上に位置するようにする。被覆キャップの追加
幅によって、第２の誘電層にパターニングしたトレンチのアラインメント整合のための許
容値を大きくすることができる。この結果、被覆キャップが存在しないバイアと比べて、
被覆キャップを有するバイア上にトレンチが完全に据え付けられる可能性が高い。図９お
よび図１０を参照のこと。
【００１７】
　図９は、下にあるバイア４０上に部分的に据え付けられた相互接続ライン４２の上面図
である。図１０は、被覆キャップ４４を有するバイア４０の図である。図示のように、相
互接続ライン４２は被覆キャップ４４の上に完全に配置されている。
【００１８】
　被覆キャップ４４は、無電解プロセスまたは電気めっきプロセスによって堆積すること
ができる。金属相互接続は無電解プロセスの表面触媒として機能することができるので、
無電解プロセスを用いる方が有利である場合がある。被覆キャップ４４は、導電金属また
は金属合金とすることができる。
【００１９】
　被覆キャップ４４が金属合金である場合、一次金属および二次金属のいくつかの組み合
わせを使用可能である。一次金属は、銅、銀、金、ニッケル、パラジウム、白金、コバル
ト、ルテニウム、タングステン、ロジウム、およびイリジウムから選択されるいずれか１
つを含むことができるが、これに限定されるわけではない。特に導電金属が銅である場合
、ニッケルおよびコバルトの２つの一次金属は、導電金属に対する強力な接着またはマイ
グレーションに対する導電金属の高い抵抗等の有利な特徴を与える。二次金属は、クロム
、モリブデン、タングステン、マンガン、ルテニウム、およびレニウムから選択される１
つ以上の金属を含むことができるが、これに限定されるわけではない。合金は、ホウ素ま
たはリンを組み込む可能性が高い。
【００２０】
　一実施形態において、無電解めっきした被覆キャップ４４のための一次金属はニッケル
である。ニッケル溶液を含む無電解めっき溶液を用いて被覆キャップ４４を形成する。ニ
ッケルを含む例示的な金属の被覆キャップは、ＮｉＢ、ＮｉＢＰ、ＮｉＣｒＢ、ＮｉＣｒ
ＢＰ、ＮｉＭｏＢ、ＮｉＭｏＢＰ、ＮｉＷＢ、ＮｉＷＢＰ、ＮｉＭｎＢ、ＮｉＭｎＢＰ、
ＮｉＲｅ、およびＮｉＲｅＢＰを含む。
【００２１】
　あるいは、被覆キャップ４４の合金は、一次金属ニッケルおよびコバルトの双方を含む
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ことができる。例示的な金属被覆キャップ４４は、ＮｉＣｏＢ、ＮｉＣｏＢＰ、ＮｉＣｏ
ＣｒＢ、ＮｉＣｏＣｒＢＰ、ＮｉＣｏＭｏＢ、ＮｉＣｏＭｏＢＰ、ＮｉＣｏＷＢ、ＮｉＣ
ｏＷＢＰ、ＮｉＣｏＭｎＢ、ＮｉＣｏＭｎＢＰ、ＮｉＣｏＲｅＢ、およびＮｉＣｏＲｅＢ
Ｐを含む。
【００２２】
　別の実施形態においては、無電解めっきした被覆キャップ４４のための一次金属はコバ
ルトである。コバルト溶液を含む無電解めっき溶液を用いて被覆キャップ４４を形成する
。コバルトを含む例示的な金属の被覆キャップ４４は、ＣｏＢ、ＣｏＢＰ、ＣｏＣｒＢ、
ＣｏＣｒＢＰ、ＣｏＭｏＢ、ＣｏＭｏＢＰ、ＣｏＷＢ、ＣｏＷＢＰ、ＣｏＭｎＢ、ＣｏＭ
ｎＢＰ、ＣｏＲｅＢ、およびＣｏＲｅＢＰを含む。
【００２３】
　あるいは、被覆キャップ４４の合金は、一次金属コバルトおよびパラジウムの双方を含
むことができる。例示的な金属の被覆キャップ４４は、ＣｏＰｄＢ、ＣｏＰｄＢＰ、Ｃｏ
ＰｄＣｒＢ、ＣｏＰｄＣｒＢＰ、ＣｏＰｄＭｏＢ、ＣｏＰｄＭｏＢＰ、ＣｏＰｄＷＢ、Ｃ
ｏＰｄＷＢＰ、ＣｏＰｄＭｎＢ、ＣｏＰｄＭｎＢＰ、ＣｏＰｄＲｅＢ、およびＣｏＰｄＲ
ｅＢＰを含む。
【００２４】
　最近では、銅のための被覆材料としてＣｏＷＰが知られている。ＣｏＷＰは、無電解プ
ロセスおよび電着によって堆積することができる。電着したＣｏＷＰは、２００３年１１
月１８日に出願され、International Business Machines社に譲渡された米国特許出願に
記載されている。
【００２５】
　米国特許第５，６９５，８１０号は、銅の相互接続部のための被覆材料として無電解堆
積した（electroless deposited）ＣｏＷＰ膜の使用を記載している。
【００２６】
　被覆キャップは約２００Åから１５００Åの厚さを有する。あるいは、被覆キャップは
４００Åから１０００Åの厚さを有する。
【００２７】
　被覆キャップは、誘電層の上面から延出する相互接続部の一部の上に堆積される。相互
接続部の露出部分は、誘電層の上面から約１５Åから約１５０Åまで延出する。
【００２８】
　導電層の堆積は、電気めっきまたは無電解めっき等の電気化学堆積によって行うことが
できる。適切な銅電気めっき組成の例は、International Business Machines社に譲渡さ
れた米国出願番号第０９／３４８，６３２号に開示されている。アルミニウム、タングス
テン、金、銀、またはその合金等の他の材料も使用可能である。
【００２９】
　また、導電材料として、多数の銅合金も用いることができる。適切な銅合金は、銅－マ
グネシウム（Ｃｕ－－Ｍｇ）、銅－ニッケル（ＣｕＮｉ）、銅－スズ（ＣｕＳｎ）、銅－
インジウム（ＣｕＩｎ）、銅－カドミウム（ＣｕＣｄ）、銅－亜鉛（ＣｕＺｎ）、銅－ビ
スマス（ＣｕＢｉ）、銅－ルテニウム（ＣｕＲｕ）、銅－ロジウム（ＣｕＲｈ）、銅－レ
ニウム（ＣｕＲｅ）、銅－タングステン（ＣｕＷ）、銅－コバルト（ＣｕＣｏ）、銅－パ
ラジウム（ＣｕＰｄ）、銅－金（ＣｕＡｕ）、銅－白金（ＣｕＰｔ）、および銅－銀（Ｃ
ｕＡｇ）を含む。合金は、２つの方法のうち一方によって形成される。通常、銅－スズ、
銅－インジウム、銅－カドミウム、銅－ビスマス、銅－ルテニウム、銅－レニウム、銅－
ロジウム、および銅－タングステンは、電気めっきされる。あるいは、銀、白金、すず、
ロジウム、およびルテニウム等の触媒金属を銅にドーピングすることも可能である。
【００３０】
　層間誘電層内への銅の拡散等、相互接続層への拡散を最小限に抑えるバリア層を、層間
誘電層内にパターニングしたトレンチまたはバイアの表面上に堆積することができる。例
示的なバリア層は、タンタル（Ｔａ）、タングステン（Ｗ）、チタン（Ｔｉ）、コバルト
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（Ｃｏ）、それらの組み合わせ、および他の高融点金属等の金属を含む。他の例には、窒
化タンタル（ＴａＮ）、窒化タングステン（ＷＮ）、窒化チタン（ＴｉＮ）、それらの組
み合わせ、および他の高融点金属窒化物等の窒化物が含まれる。他の例には、タンタル・
シリコン窒化物（ＴａＳｉＮ）、タングステン・シリコン窒化物（ＷＳｉＮ）、チタン・
シリコン窒化物（ＴｉＳｉＮ）、それらの組み合わせ、および他の高融点金属シリコン窒
化物等のシリコン窒化物が含まれる。バリア層は、化学気相付着（ＣＶＤ）または物理気
相付着（ＰＶＤ）等の従来の技法によって堆積することができる。
【００３１】
　本発明の１つのバリア層が、２００２年４月２６日に出願された米国特許出願第１０／
１３２，１７３号（現在は米国特許第６，７８７，９１２号）、および、２００２年１０
月２４日に出願された米国特許出願第１０／２７９，０５７号（現在は米国特許第６，８
１２，１４３号）に記載されている。これらの米国特許は双方とも、International Busi
ness Machines社に譲渡されている。
【００３２】
　本発明の相互接続構造を設けるために用いた誘電層は、例えば二酸化シリコン、窒化物
、シリコン窒化物、または酸窒化物層のような酸化物等、半導体製造業界において用いら
れるいずれかの適切な誘電層とすることができる。また、例えばDow Chemical社からのSi
LK（Ｒ）、Novellus社からのCoral（Ｒ）、AppliedMaterials社からのBlack Diamond（Ｒ
）、およびスピン・オン・シリコン系の誘電層のような、低ｋ誘電層も用いることができ
る。Coral（Ｒ）は、総称してＳｉＣＯＨ誘電層と記載することができる。誘電層は、化
学気相付着およびスピン・オン技法を含む様々な方法のいずれかによって形成することが
できる。２０００年１１月１４日に出願された米国特許第６，１４７，００９号および２
００２年８月２７日に出願された６，４４１，４９１号（双方ともInternational Busine
ss Machines社に譲渡された）に記載された誘電層も、本発明の相互接続構造を形成する
ために用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】従来技術において銅相互接続を設けるために行われるプロセス・ステップの断面
図である。
【図２】従来技術において銅相互接続を設けるために行われるプロセス・ステップの断面
図である。
【図３】本発明の一実施形態のプロセス・ステップの断面図である。
【図４】本発明の一実施形態のプロセス・ステップの断面図である。
【図５】本発明の一実施形態のプロセス・ステップの断面図である。
【図６】本発明の一実施形態のプロセス・ステップの断面図である。
【図７】本発明の一実施形態のプロセス・ステップの断面図である。
【図８】本発明の一実施形態のプロセス・ステップの断面図である。
【図９】本発明の１つの利点を示す上面図である。
【図１０】本発明の１つの利点を示す上面図である。
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【国際調査報告】
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